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(57)【要約】
【課題】再配線層中の層間絶縁膜と封止材の密着性に優
れる半導体装置、及びその製造方法を提供すること。
【解決手段】半導体装置（１）は、半導体チップ（２）
と、半導体チップを覆う封止材（３）と、平面視で半導
体チップよりも面積が大きい再配線層（４）と、を備え
る。再配線層の層間絶縁膜（６）の波長１３１０ｎｍに
おける面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１
５０未満である。層間絶縁膜は、ポリイミド、ポリベン
ゾオキサゾール、及び、フェノール性水酸基を有するポ
リマーから選択される少なくとも１種を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体チップと、
　前記半導体チップを覆う封止材と、
　平面視で前記半導体チップよりも面積が大きい再配線層と、を備え、
　前記再配線層の層間絶縁膜の波長１３１０ｎｍにおける面内屈折率と面外屈折率の差の
絶対値が０．０１５０未満であること
　を特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　前記封止材は、前記層間絶縁膜と直接接することを特徴とする請求項１に記載の半導体
装置。
【請求項３】
　前記封止材は、エポキシ樹脂を含むことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の半
導体装置。
【請求項４】
　前記層間絶縁膜は、ポリイミド、ポリベンゾオキサゾール、及び、フェノール性水酸基
を有するポリマーから選択される少なくとも１種を含むことを特徴とする請求項１から請
求項３のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項５】
　前記層間絶縁膜は、以下の一般式（１）の構造を含むポリイミドを含むことを特徴とす
る請求項４に記載の半導体装置。

【化１】

（一般式（１）中、Ｘ１は４価の有機基であり、Ｙ１は２価の有機基であり、ｍは１以上
の整数である。）
【請求項６】
　前記一般式（１）中のＸ１が、芳香族環を含む４価の有機基であり、
　前記一般式（１）中のＹ１が、芳香族環を含む２価の有機基であることを特徴とする請
求項５に記載の半導体装置。
【請求項７】
　前記一般式（１）中のＸ１は、下記一般式（２）～一般式（４）で表される少なくとも
１つの構造を含むことを特徴とする請求項５又は請求項６に記載の半導体装置。
【化２】
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【化３】

【化４】

（一般式（４）中、Ｒ9は酸素原子、硫黄原子、または２価の有機基である。）
【請求項８】
　前記一般式（１）中のＸ１は、下記一般式（５）で表される構造を含むことを特徴とす
る請求項７に記載の半導体装置。
【化５】

【請求項９】
　前記一般式（１）中のＹ１は、下記一般式（６）～一般式（８）で表される少なくとも
１つの構造を含むことを特徴とする請求項５から請求項８のいずれかに記載の半導体装置
。

【化６】

（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基又
は水酸基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
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【化７】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基又は水酸
基であり、互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【化８】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基又は水酸基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【請求項１０】
　前記一般式（１）中のＹ１は、下記一般式（９）で表される構造を含むことを特徴とす
る請求項９に記載の半導体装置。

【化９】

【請求項１１】
　前記ポリベンゾオキサゾールが、以下の一般式（１０）の構造を含むポリベンゾオキサ
ゾールを含むことを特徴とする請求項４に記載の半導体装置。
【化１０】

（一般式（１０）中、ＵとＶは、２価の有機基である。）
【請求項１２】
　前記一般式（１０）のＵは、炭素数１～３０の２価の有機基であることを特徴とする請
求項１１に記載の半導体装置。
【請求項１３】
　前記一般式（１０）のＵは、炭素数１～８で且つ水素原子の一部または全部がフッ素原
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。
【請求項１４】
　前記一般式（１０）のＶは、芳香族基を含む２価の有機基であることを特徴とする請求
項１１から請求項１３のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項１５】
　前記一般式（１０）のＶは、下記一般式（６）～（８）で表される少なくとも１つの構
造を含むことを特徴とする請求項１４に記載の半導体装置。
【化１１】

（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基で
あり、同一であっても異なっていてもよい。）
【化１２】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基であり、
互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【化１３】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【請求項１６】
　前記一般式（１０）のＶは、下記一般式（９）で表される構造を含むことを特徴とする
請求項１５に記載の半導体装置。
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【化１４】

【請求項１７】
　前記一般式（１０）のＶは、炭素数１～４０の２価の有機基であることを特徴とする請
求項１１から請求項１３のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項１８】
　前記一般式（１０）のＶは、炭素数１～２０の２価の鎖状脂肪族基であることを特徴と
する請求項１７に記載の半導体装置。
【請求項１９】
　前記フェノール性水酸基を有するポリマーが、ノボラック型フェノール樹脂を含むこと
を特徴とする請求項４に記載の半導体装置。
【請求項２０】
　前記フェノール性水酸基を有するポリマーが、不飽和炭化水素基を有しないフェノール
樹脂と不飽和炭化水素基を有する変性フェノール樹脂を含むことを特徴とする請求項４に
記載の半導体装置。
【請求項２１】
　前記再配線層は、前記再配線層を断面視したときに、第１の層間絶縁膜層と、第２の層
間絶縁膜層と、前記第１の層間絶縁膜層及び前記第２の層間絶縁膜層とは異なる層で前記
第１の層間絶縁膜層と前記第２の層間絶縁膜層の間に設けられた中間層と、を含むことを
特徴とする請求項１から請求項２０のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項２２】
　前記第１の層間絶縁膜層は、前記封止材と接しており、前記第１の層間絶縁膜層の面内
屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０未満であることを特徴とする請求項２１
に記載の半導体装置。
【請求項２３】
　前記第２の層間絶縁膜層は、前記第１の層間絶縁膜層とは異なる組成であることを特徴
とする請求項２１又は請求項２２に記載の半導体装置。
【請求項２４】
　前記第２の層間絶縁膜層の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値は、前記第１の層間絶
縁膜層の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値と異なることを特徴とする請求項２１から
請求項２３のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項２５】
　前記半導体装置が、ファンアウト型のウェハレベルチップサイズパッケージ型の半導体
装置であることを特徴とする請求項１から請求項２４のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項２６】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１４５以下
であることを特徴とする請求項１から請求項２５のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項２７】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１４０以下
であることを特徴とする請求項２６に記載の半導体装置。
【請求項２８】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１３５以下
であることを特徴とする請求項２６に記載の半導体装置。
【請求項２９】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１３０以下
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であることを特徴とする請求項２６に記載の半導体装置。
【請求項３０】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１２０以下
であることを特徴とする請求項２６に記載の半導体装置。
【請求項３１】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０００５以上
であることを特徴とする請求項１から請求項３０のいずれかに記載の半導体装置。
【請求項３２】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．００１０以上
であることを特徴とする請求項３１に記載の半導体装置。
【請求項３３】
　前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．００１５以上
であることを特徴とする請求項３１に記載の半導体装置。
【請求項３４】
　半導体チップを封止材で覆う工程と、
　平面視で前記半導体チップよりも面積が大きく、且つ、層間絶縁膜を含む再配線層を形
成する工程を含み、
　前記層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０未満であること
を特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項３５】
　前記層間絶縁膜を、ポリイミド、ポリベンゾオキサゾール、フェノール性水酸基を有す
るポリマーの少なくとも１つの化合物を形成可能な感光性樹脂組成物で形成する層間絶縁
膜形成工程を含むことを特徴とする請求項３４に記載の半導体装置の製造方法。
【請求項３６】
　前記層間絶縁膜形成工程は、前記層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が
０．０１５０未満となるように添加剤で調整された前記感光性樹脂組成物で前記層間絶縁
膜を形成する工程を含むことを特徴とする請求項３５に記載の半導体装置の製造方法。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置、及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体装置における半導体パッケージ手法には、様々な方法がある。半導体パッケージ
手法としては、例えば、半導体チップを封止材（モールド樹脂）で覆って素子封止材を形
成し、更に、半導体チップと電気的に接続する再配線層を形成するというパッケージング
手法がある。半導体パッケージ手法の中でも、近年、ファンナウト（Ｆａｎ－Ｏｕｔ）と
いう半導体パッケージ手法が主流となっている。
【０００３】
　ファンナウト型の半導体パッケージでは、半導体チップを封止材で覆うことにより半導
体チップのチップサイズよりも大きいチップ封止体を形成する。更に、半導体チップ及び
封止材の領域にまで及ぶ再配線層を形成する。再配線層は、薄い膜厚で形成される。また
、再配線層は、封止材の領域まで形成できるため、外部接続端子の数を多くすることがで
きる。
【０００４】
　例えば、ファンナウト型の半導体装置としては、下記の特許文献１が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２０１１－１２９７６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ファンナウト型の半導体装置には、再配線層中の層間絶縁膜と封止材との間に高い密着
性が求められる。しかし、従来のファンナウト型の半導体装置は、再配線層中の層間絶縁
膜と封止材との間の密着性が十分ではなかった。
【０００７】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、再配線層中の層間絶縁膜と封止材の
密着性に優れる半導体装置、及びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の半導体装置の一態様は、半導体チップと、前記半導体チップを覆う封止材と、
平面視で前記半導体チップよりも面積が大きい再配線層と、を備え、前記再配線層の層間
絶縁膜の波長１３１０ｎｍにおける面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０
未満であることを特徴とする。
【０００９】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記封止材は、前記層間絶縁膜と直接接するこ
とが好ましい。
【００１０】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記封止材は、エポキシ樹脂を含むことが好ま
しい。
【００１１】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記層間絶縁膜は、ポリイミド、ポリベンゾオ
キサゾール、及び、フェノール性水酸基を有するポリマーから選択される少なくとも１種
を含むことが好ましい。
【００１２】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記層間絶縁膜は、以下の一般式（１）の構造
を含むポリイミドを含むことが好ましい。
【００１３】
【化１】

　（一般式（１）中、Ｘ１は４価の有機基であり、Ｙ１は２価の有機基であり、ｍは１以
上の整数である。）
【００１４】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１）中のＸ１が、芳香族環を含む
４価の有機基であり、前記一般式（１）中のＹ１が、芳香族環を含む２価の有機基である
ことが好ましい。
【００１５】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１）中のＸ１は、下記一般式（２
）～一般式（４）で表される少なくとも１つの構造を含むことが好ましい。
【００１６】
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【化２】

【００１７】
【化３】

【００１８】
【化４】

（一般式（４）中、Ｒ9は酸素原子、硫黄原子、または２価の有機基である。）
【００１９】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１）中のＸ１は、下記一般式（５
）で表される構造を含むことが好ましい。
【００２０】

【化５】

【００２１】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１）中のＹ１は、下記一般式（６
）～一般式（８）で表される少なくとも１つの構造を含むことが好ましい。
【００２２】
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【化６】

（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基又
は水酸基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【００２３】
【化７】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基又は水酸
基であり、互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【００２４】
【化８】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基又は水酸基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【００２５】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１）中のＹ１は、下記一般式（９
）で表される構造を含むことが好ましい。
【００２６】

【化９】

【００２７】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記ポリベンゾオキサゾールが、以下の一般式
（１０）の構造を含むポリベンゾオキサゾールを含むことが好ましい。
【００２８】
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【化１０】

（一般式（１０）中、ＵとＶは、２価の有機基である。）
【００２９】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＵは、炭素数１～３０の
２価の有機基であることが好ましい。
【００３０】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＵは、炭素数１～８で且
つ水素原子の一部または全部がフッ素原子で置換された鎖状アルキレン基であることが好
ましい。
【００３１】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＶは、芳香族基を含む２
価の有機基であることが好ましい。
【００３２】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＶは、下記一般式（６）
～（８）で表される少なくとも１つの構造を含むことが好ましい。
【００３３】
【化１１】

（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基で
あり、同一であっても異なっていてもよい。）
【００３４】

【化１２】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基であり、
互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【００３５】
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【化１３】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【００３６】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＶは、下記一般式（９）
で表される構造を含むことが好ましい。
【００３７】

【化１４】

【００３８】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＶは、炭素数１～４０の
２価の有機基であることが好ましい。
【００３９】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記一般式（１０）のＶは、炭素数１～２０の
２価の鎖状脂肪族基であることが好ましい。
【００４０】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記フェノール性水酸基を有するポリマーが、
ノボラック型フェノール樹脂を含むことが好ましい。
【００４１】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記フェノール性水酸基を有するポリマーが、
不飽和炭化水素基を有しないフェノール樹脂と不飽和炭化水素基を有する変性フェノール
樹脂を含むことが好ましい。
【００４２】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層は、前記再配線層を断面視したと
きに、第１の層間絶縁膜層と、第２の層間絶縁膜層と、前記第１の層間絶縁膜層及び前記
第２の層間絶縁膜層とは異なる層で前記第１の層間絶縁膜層と前記第２の層間絶縁膜層の
間に設けられた中間層と、を含むことが好ましい。
【００４３】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記第１の層間絶縁膜層は、前記封止材と接し
ており、前記第１の層間絶縁膜層の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０
未満であることが好ましい。
【００４４】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記第２の層間絶縁膜層は、前記第１の層間絶
縁膜層とは異なる組成であることが好ましい。
【００４５】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記第２の層間絶縁膜層の面内屈折率と面外屈
折率の差の絶対値は、前記第１の層間絶縁膜層の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値と
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異なることが好ましい。
【００４６】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記半導体装置が、ファンアウト型のウェハレ
ベルチップサイズパッケージ型の半導体装置であることが好ましい。
【００４７】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０１４５以下であることが好ましい。
【００４８】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０１４０以下であることが好ましい。
【００４９】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０１３５以下であることが好ましい。
【００５０】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０１３０以下であることが好ましい。
【００５１】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０１２０以下であることが好ましい。
【００５２】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．０００５以上であることが好ましい。
【００５３】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．００１０以上であることが好ましい。
【００５４】
　本発明の半導体装置の一態様において、前記再配線層の層間絶縁膜の面内屈折率と面外
屈折率の差の絶対値が０．００１５以上であることが好ましい。
【００５５】
　本発明の半導体装置の製造方法の一態様は、半導体チップを封止材で覆う工程と、平面
視で前記半導体チップよりも面積が大きく、且つ、層間絶縁膜を含む再配線層を形成する
工程を含み、前記層間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０未満
であることを特徴とする。
【００５６】
　本発明の半導体装置の製造方法の一態様において、前記層間絶縁膜を、ポリイミド、ポ
リベンゾオキサゾール、フェノール性水酸基を有するポリマーの少なくとも１つの化合物
を形成可能な感光性樹脂組成物で形成する層間絶縁膜形成工程を含むことが好ましい。
【００５７】
　本発明の半導体装置の製造方法の一態様において、前記層間絶縁膜形成工程は、前記層
間絶縁膜の面内屈折率と面外屈折率の差の絶対値が０．０１５０未満となるように添加剤
で調整された前記感光性樹脂組成物で前記層間絶縁膜を形成する工程を含むことが好まし
い。
【発明の効果】
【００５８】
　本発明によれば、再配線層中の層間絶縁膜と封止材の密着性に優れる半導体装置、及び
その製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】本実施形態の半導体装置の断面模式図である。
【図２】本実施形態の半導体装置の平面模式図である。
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【図３】本実施形態の半導体装置の製造工程の一例である。
【図４】フリップチップＢＧＡと、ファンナウト（Ｆａｎ－Ｏｕｔ）型ＷＬＣＳＰとの比
較図である。
【発明を実施するための形態】
【００６０】
　以下、本発明の半導体装置の一実施形態（以下、「実施形態」と略記する。）について
、図面を参照して詳細に説明する。なお、本発明は、以下の実施形態に限定されるもので
はなく、その要旨の範囲内で種々変形して実施することができる。
【００６１】
（半導体装置）
　図１は、本実施形態の半導体装置の断面模式図である。図１に示すように、半導体装置
（半導体ＩＣ）１は、半導体チップ２と、半導体チップ２を覆う封止材（モールド樹脂）
３と、半導体チップ２及び封止材３と密着する再配線層４と、を有して構成される。
【００６２】
　図１に示すように、封止材３は、半導体チップ２の表面を覆うと共に、平面視（Ａ矢視
）にて、半導体チップ２の領域よりも大きい面積にて形成されている。
【００６３】
　再配線層４は、半導体チップ２に設けられた複数の端子２ａに電気的に接続される複数
の配線５と、配線５の間を埋める層間絶縁膜６とを有して構成される。半導体チップ２に
設けられた複数の端子２ａと再配線層４内の配線５は電気的に接続されている。配線５の
一端が端子２ａに接続され、他端が外部接続端子７に接続される。端子２ａと外部接続端
子７の間の配線５は全面に渡って層間絶縁膜６に覆われている。
【００６４】
　図１に示すように、平面視（Ａ矢視）にて、再配線層４は、半導体チップ２よりも大き
く形成されている。図１に示す半導体装置１は、ファンナウト（Ｆａｎ－Ｏｕｔ）型のウ
ェハレベルチップサイズパッケージ（ＷＬＣＳＰ）型の半導体装置である。ファンナウト
型の半導体装置では、再配線層４中の層間絶縁膜６は、半導体チップ２のみならず封止材
３とも密着する。半導体チップ２は、シリコン等などの半導体から構成されており、内部
に回路が形成されている。
【００６５】
（再配線層）
　再配線層４は、主に、配線５と配線５の周りを覆う層間絶縁膜６から構成される。層間
絶縁膜６は、配線５との意図しない導通を防止するとの観点から、絶縁性が高い部材であ
ることが好ましい。
【００６６】
　ここで、本実施形態における「再配線層４」とは、上記したように、配線５と層間絶縁
膜６とを有する薄膜の層であり、インターポーザーやプリント配線板を含まない。図４は
、フリップチップＢＧＡと、ファンナウト（Ｆａｎ－Ｏｕｔ）型ＷＬＣＳＰとの比較図で
ある。半導体装置（半導体ＩＣ）１（図１参照）は再配線層４を使用しているため、図４
に示す通り、フリップチップＢＧＡ等のインターポーザーが使用される半導体装置と比較
して薄い。
【００６７】
　本実施形態では、再配線層４の膜厚を、３～３０μｍ程度とすることができる。再配線
層４の膜厚は１μｍ以上でもよく、５μｍ以上でもよく、１０μｍ以上でもよい。また、
再配線層４の膜厚は４０μｍ以下でもよく、３０μｍ以下でもよく、２０μｍ以下でもよ
い。
【００６８】
　半導体装置１を平面視（Ａ矢視）した場合、以下の図２のようになる。図２は、本実施
形態の半導体装置の平面模式図である。なお、封止材３は、省略されている。
【００６９】
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　図２に示す半導体装置１（図１参照）は、再配線層４の面積Ｓ１が、半導体チップ２の
面積Ｓ２よりも大きくなるように構成されている。再配線層４の面積Ｓ１に特に限定は無
いが、外部接続端子の数を多くするとの観点から、再配線層４の面積Ｓ１は、半導体チッ
プ２の面積Ｓ２の１．０５倍以上であることが好ましく、１．１倍以上であることが好ま
しく、１．２倍以上であることがより好ましく、１．３倍以上であることが特に好ましい
。上限については特に限定は無いが、再配線層４の面積Ｓ１は、半導体チップ２の面積Ｓ
２の５０倍以下であってもよく、２５倍以下であってもよく、１０倍以下であってもよく
、５倍以下であってもよい。なお、図２において、半導体チップ２に覆われている再配線
層４の部分の面積も再配線層４の面積Ｓ１に含まれる。
【００７０】
　また、半導体チップ２及び再配線層４の外形は、同じであってもよいし、異なっていて
もよい。図２では、半導体チップ２及び再配線層４の外形が、共に矩形の相似形状である
が、形状は、矩形以外であってもよい。
【００７１】
　再配線層４は１層でもよく、２層以上の多層でもよい。再配線層４は、配線５と、配線
５の間を埋める層間絶縁膜６とを含むが、再配線層４中に層間絶縁膜６のみから構成され
る層や配線５のみから構成される層が含まれていてもよい。
【００７２】
　配線５は、導電性が高い部材であれば特に限定は無いが、一般に銅が使用される。
【００７３】
（封止材）
　封止材３の材料には特に限定は無いが、エポキシ樹脂が、耐熱性、層間絶縁膜との密着
性の観点から好ましい。
【００７４】
　図１に示すように、封止材３は、半導体チップ２、及び、再配線層４に直接接している
ことが好ましい。これにより、半導体チップ２の表面から再配線層４の表面に至る封止性
を効果的に向上させることができる。
【００７５】
　封止材３は、単層であってもよいし、複数の層が積層された構成でもよい。封止材３が
積層構造の場合、同種の材料の積層構造でも、異なる材料の積層構造でもよい。
【００７６】
（層間絶縁膜）
　本実施形態では、層間絶縁膜６の面内屈折率と面外屈折率の差が０．０１５０未満であ
ることを特徴としている。ここで面内屈折率とは、厚みｚ、幅ｘ、長さｙの層間絶縁膜６
のｘ方向とｙ方向の波長１３１０ｎｍにおける屈折率の平均値である。面外屈折率とはｚ
方向の波長１３１０ｎｍにおける屈折率である。以下、波長１３１０ｎｍにおける面内屈
折率と面外屈折率の差の絶対値を屈折率差とする。
【００７７】
　なお、層間絶縁膜６の幅ｘ方向とは図２における層間絶縁膜６の平面方向であり、長さ
ｙ方向とは図２における層間絶縁膜６の平面方向で且つ幅ｘ方向に垂直な方向であり、厚
みｚ方向とは、幅ｘ方向及び長さｙ方向に垂直な方向とする。
【００７８】
　屈折率差が０．０１５０未満であると層間絶縁膜６と封止材３の高温処理時の密着性に
優れる。その理由は定かではないが、本発明者らは、以下のように推測する。
【００７９】
　ファンナウト型の半導体装置１（図１参照）の製造過程で、再配線層４を形成するため
に、半導体チップ２及び封止材３から構成されるチップ封止体上に、感光性樹脂組成物を
塗布する。続いて、感光性樹脂組成物を、ｉ線を含む光で露光する。その後、感光性樹脂
組成物を現像、硬化することで、感光性樹脂組成物の硬化物がある部分と無い部分を選択
的に形成する。感光性樹脂組成物の硬化物は、層間絶縁膜６となる。また、感光性樹脂組
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成物の硬化物が無い部分には、配線５が形成される。通常、再配線層４は多層になること
が多い。即ち、層間絶縁膜６と配線５の上に更に感光性樹脂組成物が塗布、露光、現像、
及び硬化される。
【００８０】
　ところで、層間絶縁膜６と配線５を形成する工程では、製造方法によっては、リフロー
工程が含まれる場合がある。リフロー工程では、長い時間封止材に熱をかけると、封止材
からガスが発生する可能性がある。層間絶縁膜６が面内方向に分子鎖がきちんと並んでお
り、パッキングされている場合、即ち、屈折率差が大きい場合、封止材から発生したガス
が層間絶縁膜６を通過できず、外に逃げにくい。そのため、封止材３と層間絶縁膜６との
界面にガスがたまり、封止材３と層間絶縁膜６が剥離しやすくなる。特に、エポキシ樹脂
は、高温熱履歴によりガスが発生しやすい。したがって、封止材３にエポキシ樹脂を用い
た場合、層間絶縁膜６と封止材３の密着性の低下が促進すると考えられる。
【００８１】
　本実施形態の層間絶縁膜６は、屈折率差が０．０１５０未満と小さく、層間絶縁膜６の
分子鎖のランダム性が高い。このため、本実施形態では、層間絶縁膜６からガスが抜けや
すく、封止材３からガスが発生しやすい条件下であっても、層間絶縁膜６と封止材３の剥
離が少なく、密着性が高いと推測する。
【００８２】
　層間絶縁膜６の屈折率差は層間絶縁膜６と封止材３の高温処理後の密着性の観点から、
０．０１５０未満であることが好ましく、０．０１４５以下であることが好ましく、０．
０１４０以下であることが好ましく、０．０１３５以下であることが好ましく、０．０１
３０以下であることが好ましく、０．０１２５以下であることが好ましく、０．０１２０
以下であることが好ましく、０．０１１５以下であることが好ましく、０．０１１０以下
であることが好ましく、０．００９５以下であることが好ましく、０．００９０以下であ
ることが好ましく、０．００８５以下であることが好ましく、０．００８０以下であるこ
とが好ましく、０．００７５以下であることが好ましく、０．００７０以下であることが
好ましく、０．００６５以下であることが好ましく、０．００６０以下であることが好ま
しく、０．００５５以下であることが好ましく、０．００５０以下であることが好ましく
、０．００４５以下であることが好ましく、０．００４０以下であることが好ましく、０
．００３５以下であることが好ましく、０．００３０以下であることが好ましく、０．０
０２５以下であることが好ましく、０．００２０以下であることが好ましく、０．００１
０以下であることが好ましい。
【００８３】
　また、層間絶縁膜６の屈折率差の下限については特に限定は無いが、０．００００以上
でもよく、０．０００５以上であってもよく、０．００１０以上であってもよく、０．０
０１５以上であってもよい。
【００８４】
　また、再配線層４中の層間絶縁膜６は多層であってもよい。即ち、再配線層４は、再配
線層４を断面視した際に、第１の層間絶縁膜層と、第２の層間絶縁膜層と、第１の層間絶
縁膜層及び前記第２の層間絶縁膜層とは異なる層で第１の層間絶縁膜層と第２の層間絶縁
膜層の間に設けられた中間層を含んでいてもよい。中間層とは例えば配線５である。
【００８５】
　第１の層間絶縁膜層と第２の層間絶縁膜層は同じ組成であってもよく異なる組成であっ
てもよい。第１の層間絶縁膜層と第２の層間絶縁膜層は同じ屈折率差であってもよく異な
る屈折率差であってもよい。第１の層間絶縁膜層と第２の層間絶縁膜層は同じ膜厚であっ
てもよく、異なる膜厚であってもよい。第１の層間絶縁膜層と第２の層間絶縁膜層が異な
る組成や異なる屈折率差や異なる膜厚であると、各層間絶縁膜層に異なる性質を持たせる
ことが可能となり、好ましい。
【００８６】
　層間絶縁膜６が多層の場合、複数ある層のうち、少なくとも１層の層間絶縁膜６の屈折
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率差が０．０１５０未満であればよいが、封止材３と層間絶縁膜層の間がガスにより剥離
しやすいため、封止材３と接する層間絶縁膜層の層間絶縁膜６の屈折率差が０．０１５０
未満であることが好ましい。封止材３に接する層間絶縁膜層の層間絶縁膜６の屈折率差が
０．０１５０未満であると、封止材３で発生したガスを効率よく抜くことが可能となる。
【００８７】
　各層間絶縁膜層の好ましい屈折率差は、層間絶縁膜６の好ましい屈折率差と同じである
。
【００８８】
（層間絶縁膜の組成）
　層間絶縁膜６の組成には特に限定はないが、例えば、ポリイミド、ポリベンゾオキサゾ
ール、又は、フェノール性水酸基を有するポリマーから選択される少なくとも１つの化合
物を含む膜であることが好ましい。
【００８９】
（層間絶縁膜を形成する樹脂組成物）
　層間絶縁膜６の形成に用いる樹脂組成物は、感光性の樹脂組成物であれば特に限定はな
いが、ポリイミド前駆体、ポリベンゾオキサゾール前駆体、又は、フェノール性水酸基を
有するポリマーから選択される少なくとも１つの化合物を含む感光性樹脂組成物であるこ
とが好ましい。層間絶縁膜６の形成に用いる樹脂組成物は、液体状でもフィルム状でもよ
い。また、層間絶縁膜６の形成に用いる樹脂組成物は、ネガ型の感光性樹脂組成物でも、
ポジ型の感光性樹脂組成物でもよい。
【００９０】
　本実施形態では、感光性樹脂組成物を露光、及び、現像した後のパターンをレリーフパ
ターンといい、レリーフパターンを加熱硬化したものを硬化レリーフパターンという。こ
の硬化レリーフパターンが、層間絶縁膜６となる。
【００９１】
＜ポリイミド前駆体組成物＞
（Ａ）感光性樹脂
　ポリイミド前駆体組成物に用いる感光性樹脂としては、ポリアミド、ポリアミド酸エス
テル等を挙げることができる。例えば、ポリアミド酸エステルとしては、下記一般式（１
１）で表される繰り返し単位を含むポリアミド酸エステルを用いることができる。
【００９２】
【化１５】

　Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～３０の飽和脂肪族基、芳香族
基、炭素炭素不飽和二重結合を有する一価の有機基、又は、炭素炭素不飽和二重結合を有
する一価のイオンである。Ｘ１は４価の有機基であり、Ｙ１は２価の有機基であり、ｍは
１以上の整数である。ｍは２以上が好ましく、５以上がより好ましい。
【００９３】
　上記一般式（１１）の、Ｒ１及びＲ２が一価の陽イオンとして存在するとき、Ｏは、負
の電荷を帯びる（－Ｏ－として存在する）。また、Ｘ１とＹ１は、水酸基を含んでいても
よい。
【００９４】
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　一般式（１１）中のＲ１及びＲ２は、より好ましくは、下記一般式（１２）で表される
１価の有機基、又は、下記一般式（１３）で表される１価の有機基の末端にアンモニウム
イオンを有する構造である。
【００９５】
【化１６】

（一般式（１２）中、Ｒ3、Ｒ4及びＲ5は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～５
の有機基であり、そしてｍ1は、１～２０の整数である。）
【００９６】

【化１７】

（一般式（１３）中、Ｒ6、Ｒ7及びＲ8は、それぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～５
の有機基であり、そしてｍ2は、１～２０の整数である。）
【００９７】
　一般式（１１）で表されるポリアミド酸エステルを複数混合してもよい。また、一般式
（１１）で表されるポリアミド酸エステル同士を共重合させたポリアミド酸エステルを用
いてもよい。
【００９８】
　Ｘ１に特に限定は無いが、層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｘ１は芳香
族基を含む４価の有機基であることが好ましい。具体的には、Ｘ１は、下記一般式（２）
～一般式（４）で表される少なくとも１つの構造を含む４価の有機基であることが好まし
い。
【００９９】

【化１８】

【０１００】
【化１９】
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【化２０】

（一般式（４）中、Ｒ9は酸素原子、硫黄原子、２価の有機基のいずれかである。）
【０１０２】
　一般式（４）中のＲ9は、例えば、炭素数１～４０の２価の有機基やハロゲン原子であ
る。Ｒ9は水酸基を含んでもよい。
【０１０３】
　層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｘ１は下記一般式（５）で表される構
造を含む４価の有機基が特に好ましい。
【０１０４】
【化２１】

【０１０５】
　Ｙ１に特に限定は無いが、層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｙ１は芳香
族基を含む２価の有機基であることが好ましい。具体的には、Ｙ１は、下記一般式（６）
～一般式（８）で表される少なくとも１つの構造を含む２価の有機基であることが好まし
い。
【０１０６】

【化２２】

（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基で
あり、同一であっても異なっていてもよい。）
【０１０７】
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【化２３】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基であり、
互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【０１０８】
【化２４】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【０１０９】
　一般式（８）中のＲ２２は、例えば、炭素数１～４０の２価の有機基やハロゲン原子で
ある。
【０１１０】
　層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｙ１は、下記一般式（９）で表される
構造を含む２価の有機基が特に好ましい。
【０１１１】
【化２５】

【０１１２】
　上記ポリアミド酸エステルにおいて、その繰り返し単位中のＸ１は、原料として用いる
テトラカルボン酸二無水物に由来し、Ｙ１は原料として用いるジアミンに由来する。
【０１１３】
　原料として用いるテトラカルボン酸二無水物としては、例えば、無水ピロメリット酸、
ジフェニルエーテル－３，３’，４，４’－テトラカルボン酸二無水物、ベンゾフェノン
－３，３’，４，４’－テトラカルボン酸二無水物、ビフェニル－３，３’，４，４’－
テトラカルボン酸二無水物、ジフェニルスルホン－３，３’，４，４’－テトラカルボン
酸二無水物、ジフェニルメタン－３，３’，４，４’－テトラカルボン酸二無水物、２，
２－ビス（３，４－無水フタル酸）プロパン、２，２－ビス（３，４－無水フタル酸）－
１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン等を挙げることができるが、これらに
限定されるものではない。また、これらは単独でも、２種以上を混合して用いてもよい。
【０１１４】
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　原料として用いるジアミンとしては、例えば、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレ
ンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルエ
ーテル、３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルスルフ
ィド、３，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、３，３’－ジアミノジフェニルスルフ
ィド、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，４’－ジアミノジフェニルスルホン
、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノビフェニル、３，４’－
ジアミノビフェニル、３，３’－ジアミノビフェニル、４，４’－ジアミノベンゾフェノ
ン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン、３，３’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’
－ジアミノジフェニルメタン、３，４’－ジアミノジフェニルメタン、３，３’－ジアミ
ノジフェニルメタン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（
４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、ビ
ス〔４－（４－アミノフェノキシ）フェニル〕スルホン、ビス〔４－（３－アミノフェノ
キシ）フェニル〕スルホン、４，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、４，４
－ビス（３－アミノフェノキシ）ビフェニル、ビス〔４－（４－アミノフェノキシ）フェ
ニル〕エーテル、ビス〔４－（３－アミノフェノキシ）フェニル〕エーテル、１，４－ビ
ス（４－アミノフェニル）ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノフェニル）ベンゼン、９
，１０－ビス（４－アミノフェニル）アントラセン、２，２－ビス（４－アミノフェニル
）プロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビ
ス〔４－（４－アミノフェノキシ）フェニル）プロパン、２，２－ビス〔４－（４－アミ
ノフェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，４－ビス（３－アミノプロピル
ジメチルシリル）ベンゼン、オルト－トリジンスルホン、９，９－ビス（４－アミノフェ
ニル）フルオレン等が挙げられる。また、これらのベンゼン環上の水素原子の一部が置換
されたものであってもよい。また、これらは単独でも、２種以上を混合して用いてもよい
。
【０１１５】
　ポリアミド酸エステル（Ａ）の合成においては、通常、後述するテトラカルボン酸二無
水物のエステル化反応を行って得られたテトラカルボン酸ジエステルを、そのままジアミ
ンとの縮合反応に付す方法が好ましく使用できる。
【０１１６】
　上記のテトラカルボン酸二無水物のエステル化反応に用いるアルコール類は、オレフィ
ン性二重結合を有するアルコールである。具体的には、２－ヒドロキシエチルメタクリレ
ート、２－メタクリロイルオキシエチルアルコール、グリセリンジアクリレート、グリセ
リンジメタクリレートなどが挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらの
アルコール類は、単独又は２種以上を混合して用いることができる。
【０１１７】
　本実施形態に用いるポリアミド酸エステル（Ａ）の具体的な合成方法に関しては、従来
公知の方法を採用することができる。合成方法については、例えば、国際公開第００／４
３４３９号パンフレットに示されている方法を挙げることができる。すなわち、テトラカ
ルボン酸ジエステルを、一度テトラカルボン酸ジエステルジ酸塩化物に変換し、該テトラ
カルボン酸ジエステルジ酸塩化物とジアミンを塩基性化合物の存在下で縮合反応に付し、
ポリアミド酸エステル（Ａ）を製造する方法を挙げることができる。また、テトラカルボ
ン酸ジエステルとジアミンとを有機脱水剤の存在下で縮合反応に付す方法によってポリア
ミド酸エステル（Ａ）を製造する方法を挙げることができる。
【０１１８】
　有機脱水剤の例としては、ジシクロヘキシルカルボジイミド（ＤＣＣ）、ジエチルカル
ボジイミド、ジイソプロピルカルボジイミド、エチルシクロヘキシルカルボジイミド、ジ
フェニルカルボジイミド、１－エチル－３－（３－ジメチルアミノプロピル）カルボジイ
ミド、１－シクロヘキシル－３－（３－ジメチルアミノプロピル）カルボジイミド塩酸塩
などが挙げられる。
【０１１９】
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　本実施形態に用いるポリアミド酸エステル（Ａ）の重量平均分子量は、６０００～１５
００００であることが好ましく、７０００～５００００であることがより好ましく、７０
００～２００００であることがより好ましい。
【０１２０】
（Ｂ１）光開始剤
　層間絶縁膜６の形成に用いる樹脂組成物がネガ型の感光性樹脂の場合、光開始剤を添加
する。光開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル、４
－ベンゾイル－４’－メチルジフェニルケトン、ジベンジルケトン、及びフルオレノン等
のベンゾフェノン誘導体、２，２’－ジエトキシアセトフェノン、及び２－ヒドロキシ－
２－メチルプロピオフェノン等のアセトフェノン誘導体、１－ヒドロキシシクロヘキシル
フェニルケトン、チオキサントン、２－メチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキ
サントン、及びジエチルチオキサントン等のチオキサントン誘導体、ベンジル、ベンジル
ジメチルケタール及び、ベンジル－β－メトキシエチルアセタール等のベンジル誘導体、
ベンゾインメチルエーテル等のベンゾイン誘導体、２，６－ジ（４’－ジアジドベンザル
）－４－メチルシクロヘキサノン、及び２，６’－ジ（４’－ジアジドベンザル）シクロ
ヘキサノン等のアジド類、１－フェニル－１，２－ブタンジオン－２－（Ｏ－メトキシカ
ルボニル）オキシム、１－フェニルプロパンジオン－２－（Ｏ－メトキシカルボニル）オ
キシム、１－フェニルプロパンジオン－２－（Ｏ－エトキシカルボニル）オキシム、１－
フェニルプロパンジオン－２－（Ｏ－ベンゾイル）オキシム、１，３－ジフェニルプロパ
ントリオン－２－（Ｏ－エトキシカルボニル）オキシム、１－フェニル－３－エトキシプ
ロパントリオン－２－（Ｏ－ベンゾイル）オキシム等のオキシム類、Ｎ－フェニルグリシ
ンなどのＮ－アリールグリシン類、ベンゾイルパーオキシドなどの過酸化物類、芳香族ビ
イミダゾール類、並びにチタノセン類などが用いられる。これらのうち、光感度の点で上
記オキシム類が好ましい。
【０１２１】
　これらの光開始剤の添加量は、ポリアミド酸エステル（Ａ）１００質量部に対し、１～
４０質量部が好ましく、２～２０質量部がより好ましい。光開始剤をポリアミド酸エステ
ル（Ａ）１００質量部に対し１質量部以上添加することで、光感度に優れる。また、４０
質量部以下添加することで厚膜硬化性に優れる。
【０１２２】
（Ｂ２）光酸発生剤
　層間絶縁膜６の形成に用いる樹脂組成物がポジ型の感光性樹脂の場合、光酸発生剤を添
加する。光酸発生剤を含有することにより、紫外線露光部に酸が発生し、露光部のアルカ
リ水溶液に対する溶解性が増大する。これにより、ポジ型感光性樹脂組成物として用いる
ことができる。
【０１２３】
　光酸発生剤としては、キノンジアジド化合物、スルホニウム塩、ホスホニウム塩、ジア
ゾニウム塩、ヨードニウム塩などが挙げられる。この中でも優れた溶解抑止効果を発現し
、高感度のポジ型感光性樹脂組成物を得られるという点から、キノンジアジド化合物が好
ましく用いられる。また、光酸発生剤を２種以上含有してもよい。
【０１２４】
（Ｃ）添加剤
　層間絶縁膜６の面内屈折率と面外屈折率の差は、添加剤の種類や量で調節することがで
きる。嵩高い構造を有する添加剤を用いると、ポリマー分子鎖間に添加剤が入り込み、ポ
リマー分子鎖の並びが乱れる。ポリマー分子鎖の並びが乱れることにより、ポリマー分子
鎖間の分子間力が低下し、分子鎖が面内方向、面外方向にランダム状に並びやすくなり、
面内屈折率と面外屈折率の差を小さくすることができる。嵩高い構造を有する添加剤とし
ては、例えばビシクロ構造を有する添加剤などが挙げられる。屈折率差を小さくする添加
剤としては、例えば、ビシクロオクタン、アダマンタンなどが使用できる。また、添加剤
の量については目標とする面内屈折率と面外屈折率の差に応じて適宜調整すればよい。こ
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を小さくすることもできる。
【０１２５】
（Ｄ）溶媒
　各成分が溶解又は分散可能な溶媒であれば特に限定されない。例えば、Ｎ－メチル－２
－ピロリドン、γ－ブチロラクトン、アセトン、メチルエチルケトン、ジメチルスルホキ
シドなどが挙げられる。これらの溶媒は、塗布膜厚、粘度に応じて、（Ａ）感光性樹脂１
００質量部に対し、３０～１５００質量部の範囲で用いることができる。
【０１２６】
（Ｅ）その他
　ポリイミド前駆体組成物には架橋剤を含有させてもよい。架橋剤としては、ポリイミド
前駆体組成物を露光、現像した後、加熱硬化する際に、（Ａ）感光性樹脂を架橋し得るか
、又は架橋剤自身が架橋ネットワークを形成し得る架橋剤を用いることができる。架橋剤
を用いることで、硬化膜（層間絶縁膜）の耐熱性及び耐薬品性を更に強化することができ
る。
【０１２７】
　その他、光感度を向上させるための増感剤、基材との接着性向上のための接着助剤等を
含んでいてもよい。
【０１２８】
（現像）
　ポリイミド前駆体組成物を露光した後、不要部分を現像液で洗い流す。使用する現像液
としては、特に制限はないが、溶剤で現像を行うポリイミド前駆体組成物の場合には、Ｎ
，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、
Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロペンタノン、γ－ブチロラクトン、酢酸エステル類
等の良溶媒、これら良溶媒と低級アルコール、水、芳香族炭化水素等の貧溶媒との混合溶
媒等が用いられる。現像後は必要に応じて貧溶媒等でリンス洗浄を行う。
【０１２９】
　アルカリ性水溶液で現像を行うポリイミド前駆体組成物の場合には、水酸化テトラメチ
ルアンモニウムの水溶液、ジエタノールアミン、ジエチルアミノエタノール、水酸化ナト
リウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、トリエチルアミン、ジエチル
アミン、メチルアミン、ジメチルアミン、酢酸ジメチルアミノエチル、ジメチルアミノエ
タノール、ジメチルアミノエチルメタクリレート、シクロヘキシルアミン、エチレンジア
ミン、ヘキサメチレンジアミンなどのアルカリ性を示す化合物の水溶液が好ましい。
【０１３０】
（熱硬化）
　現像後、露光後のポリイミド前駆体組成物を加熱することにより、ポリイミド前駆体を
閉環し、ポリイミドを形成する。このポリイミドが硬化レリーフパターン、即ち、層間絶
縁膜６となる。
【０１３１】
　ポリイミド前駆体組成物の熱硬化のための加熱温度に特に限定は無いが、一般的に加熱
硬化温度が低いほど、屈折率差が小さくなる傾向にある。本実施形態の屈折率差である０
．０１５０未満を発現する観点から、当該加熱温度は、２００℃以下が好ましく、１８０
℃以下が好ましく、１６０℃以下が好ましい。
【０１３２】
＜ポリイミド＞
　上記ポリイミド前駆体組成物から形成される硬化レリーフパターンの構造は、下記一般
式（１）となる。
【０１３３】
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【化２６】

【０１３４】
　一般式（１）中のＸ１、Ｙ１、ｍは、一般式（１１）中のＸ１、Ｙ１、ｍと同じく、Ｘ
１は４価の有機基であり、Ｙ１は２価の有機基であり、ｍは１以上の整数である。一般式
（１１）中の好ましいＸ１、Ｙ１、ｍは、同じ理由により、一般式（１）のポリイミドに
おいても好ましい。
【０１３５】
　アルカリ可溶性ポリイミドの場合は、ポリイミドの末端を水酸基にしてもよい。
【０１３６】
＜ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物＞
（Ａ）感光性樹脂
　ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物に用いる感光性樹脂としては、下記一般式（１４
）で表される繰り返し単位を含むポリ（o-ヒドロキシアミド）を用いることができる。
【０１３７】

【化２７】

（一般式（１４）中、ＵとＶは２価の有機基である。）
【０１３８】
　層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｕは、炭素数１～３０の２価の有機基
であることが好ましく、炭素数１～１５の鎖状アルキレン基（但し、鎖状アルキレンの水
素原子はハロゲン原子で置換されていてもよい）がより好ましく、炭素数１～８で且つ水
素原子の一部または全部がフッ素原子で置換された鎖状アルキレン基が特に好ましい。
【０１３９】
　また、層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｖは、芳香族基を含む２価の有
機基であることが好ましく、より好ましくは下記一般式（６）～一般式（８）で表される
少なくとも１つの構造を含む２価の有機基であることが好ましい。
【０１４０】
【化２８】
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（Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２及びＲ１３は、水素原子、炭素数が１～５の１価の脂肪族基で
あり、同一であっても異なっていてもよい。）
【０１４１】
【化２９】

（Ｒ１４～Ｒ２１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～５の１価の有機基であり、
互いに異なっていても、同一であってもよい。）
【０１４２】

【化３０】

（Ｒ２２は２価の基であり、Ｒ２３～Ｒ３０は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数が１～
５の１価の脂肪族基であり、同一であっても異なっていてもよい。）
【０１４３】
　一般式（８）中のＲ２２は、例えば、炭素数１～４０の２価の有機基やハロゲン原子で
ある。
【０１４４】
　層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｖは、下記一般式（９）で表される構
造を含む２価の有機基が特に好ましい。
【０１４５】
【化３１】

【０１４６】
　層間絶縁膜６と封止材３との密着性の観点から、Ｖは、炭素数１～４０の２価の有機基
が好ましく、炭素数１～４０の２価の鎖状脂肪族基がより好ましく、炭素数１～２０の２
価の鎖状脂肪族基が特に好ましい。
【０１４７】
　ポリベンゾオキサゾール前駆体は、一般的にジカルボン酸誘導体とヒドロキシ基含有ジ
アミン類とから合成できる。具体的には、ジカルボン酸誘導体をジハライド誘導体に変換
後、ジアミン類との反応を行うことにより合成できる。ジハライド誘導体としては、ジク
ロリド誘導体が好ましい。
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【０１４８】
　ジクロリド誘導体は、ジカルボン酸誘導体にハロゲン化剤を作用させて合成することが
できる。ハロゲン化剤としては、通常のカルボン酸の酸クロリド化反応に使用される、塩
化チオニル、塩化ホスホリル、オキシ塩化リン、五塩化リン等が使用できる。
【０１４９】
　ジクロリド誘導体を合成する方法としては、ジカルボン酸誘導体と上記ハロゲン化剤を
溶媒中で反応させる方法、過剰のハロゲン化剤中で反応を行った後、過剰分を留去する方
法等で合成できる。
【０１５０】
　ジカルボン酸誘導体に使用するジカルボン酸としては、例えば、イソフタル酸、テレフ
タル酸、２，２－ビス（４－カルボキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフ
ルオロプロパン、４，４’－ジカルボキシビフェニル、４，４’－ジカルボキシジフェニ
ルエーテル、４，４’－ジカルボキシテトラフェニルシラン、ビス（４－カルボキシフェ
ニル）スルホン、２，２－ビス（ｐ－カルボキシフェニル）プロパン、５－ｔｅｒｔ－ブ
チルイソフタル酸、５－ブロモイソフタル酸、５－フルオロイソフタル酸、５－クロロイ
ソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、マロン酸、ジメチルマロン酸、エチルマ
ロン酸、イソプロピルマロン酸、ジ－ｎ－ブチルマロン酸、スクシン酸、テトラフルオロ
スクシン酸、メチルスクシン酸、２，２－ジメチルスクシン酸、２，３－ジメチルスクシ
ン酸、ジメチルメチルスクシン酸、グルタル酸、ヘキサフルオログルタル酸、２－メチル
グルタル酸、３－メチルグルタル酸、２，２－ジメチルグルタル酸、３，３－ジメチルグ
ルタル酸、３－エチル－３－メチルグルタル酸、アジピン酸、オクタフルオロアジピン酸
、３－メチルアジピン酸、オクタフルオロアジピン酸、ピメリン酸、２，２，６，６－テ
トラメチルピメリン酸、スベリン酸、ドデカフルオロスベリン酸、アゼライン酸、セバシ
ン酸、ヘキサデカフルオロセバシン酸、１，９－ノナン二酸、ドデカン二酸、トリデカン
二酸、テトラデカン二酸、ペンタデカン二酸、ヘキサデカン二酸、ヘプタデカン二酸、オ
クタデカン二酸、ノナデカン二酸、エイコサン二酸、ヘンエイコサン二酸、ドコサン二酸
、トリコサン二酸、テトラコサン二酸、ペンタコサン二酸、ヘキサコサン二酸、ヘプタコ
サン二酸、オクタコサン二酸、ノナコサン二酸、トリアコンタン二酸、ヘントリアコンタ
ン二酸、ドトリアコンタン二酸、ジグリコール酸等が挙げられる。これらを混合して使用
してもよい。
【０１５１】
　ヒドロキシ基含有ジアミンとしては、例えば、３，３’－ジアミノ－４，４’－ジヒド
ロキシビフェニル、４，４’－ジアミノ－３，３’－ジヒドロキシビフェニル、ビス（３
－アミノ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－アミノ－３－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン、ビス（３－アミノ－４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ア
ミノ－３－ヒドロキシフェニル）スルホン、２，２－ビス（３－アミノ－４－ヒドロキシ
フェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－ア
ミノ－３－ヒドロキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン等
が挙げられる。これらを混合して使用してもよい。
【０１５２】
（Ｂ２）光酸発生剤
　光酸発生剤は、光照射部のアルカリ水溶液可溶性を増大させる機能を有するものである
。光酸発生剤としては、ジアゾナフトキノン化合物、アリールジアゾニウム塩、ジアリー
ルヨードニウム塩、トリアリールスルホニウム塩等が挙げられる。このうち、ジアゾナフ
トキノン化合物は、感度が高く好ましい。
【０１５３】
（Ｃ）添加剤
　好ましい添加剤の種類や量は、ポリイミド前駆体組成物の項目で記載した内容と同じで
ある。
【０１５４】



(27) JP 2019-29555 A 2019.2.21

10

20

30

40

50

（Ｄ）溶媒
　各成分を溶解又は分散可能な溶媒であれば特に限定されない。
【０１５５】
（Ｅ）その他
　ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物は、架橋剤、増感剤、接着助剤、熱酸発生剤等を
含むことができる。
【０１５６】
（現像）
　ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物を露光した後、不要部分を現像液で洗い流す。使
用する現像液としては特に制限はないが、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、
ケイ酸ナトリウム、アンモニア、エチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、ト
リエタノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシドなどのアルカリ水溶液が好
ましいものとして挙げられる。
【０１５７】
　上記では、ポジ型のポリベンゾオキサゾール前駆体組成物を中心に説明したが、ネガ型
のポリベンゾオキサゾール前駆体組成物であってもよい。
【０１５８】
（熱硬化）
　現像後、ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物を加熱することによりポリベンゾオキサ
ゾール前駆体を閉環し、ポリベンゾオキサゾールを形成する。このポリベンゾオキサゾー
ルが硬化レリーフパターン、即ち、層間絶縁膜６となる。
【０１５９】
　ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物の熱硬化のための加熱温度に、特に限定は無いが
、他部材への影響の観点から、加熱温度は低い温度であることが好ましい。当該加熱温度
は、２５０℃以下が好ましく、２３０℃以下がより好ましく、２００℃以下がより好まし
く、１８０℃以下が特に好ましい。
【０１６０】
＜ポリベンゾオキサゾール＞
　上記ポリベンゾオキサゾール前駆体組成物から形成される硬化レリーフパターンの構造
は、下記一般式（１０）となる。
【０１６１】
【化３２】

【０１６２】
　一般式（１０）中のＵ、Ｖは、一般式（１４）中のＵ、Ｖと同じである。一般式（１４
）中の好ましいＵ、Ｖは、同じ理由により、一般式（１０）のポリベンゾオキサゾールに
おいても好ましい。
【０１６３】
＜フェノール性水酸基を有するポリマー＞
（Ａ）感光性樹脂
　分子中にフェノール性水酸基を有する樹脂であり、アルカリに対して可溶である。その
具体例としては、ポリ（ヒドロキシスチレン）等のフェノール性水酸基を有するモノマー
単位を含むビニル重合体、フェノール樹脂、ポリ（ヒドロキシアミド）、ポリ（ヒドロキ



(28) JP 2019-29555 A 2019.2.21

10

20

30

40

50

シフェニレン）エーテル、ポリナフトールが挙げられる。
【０１６４】
　これらの中で、コストが安いことや硬化時の体積収縮が小さいことから、フェノール樹
脂が好ましく、ノボラック型フェノール樹脂が特に好ましい。
【０１６５】
　フェノール樹脂は、フェノール又はその誘導体とアルデヒド類との重縮合生成物である
。重縮合は、酸又は塩基等の触媒存在下で行われる。酸触媒を用いた場合に得られるフェ
ノール樹脂を特にノボラック型フェノール樹脂という。
【０１６６】
　フェノール誘導体としては、例えば、フェノール、クレゾール、エチルフェノール、プ
ロピルフェノール、ブチルフェノール、アミルフェノール、ベンジルフェノール、アダマ
ンタンフェノール、ベンジルオキシフェノール、キシレノール、カテコール、レゾルシノ
ール、エチルレゾルシノール、ヘキシルレゾルシノール、ハイドロキノン、ピロガロール
、フロログルシノール、１，２，４－トリヒドロキシベンゼン、パラロゾール酸、ビフェ
ノール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡＦ、ビスフェノールＢ、ビスフェノールＦ
、ビスフェノールＳ、ジヒドロキシジフェニルメタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）シクロヘキサン、１，４－ビス（３－ヒドロキシフェノキシベンゼン）、２，２
－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、α，α’－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）－１，４－ジイソプロピルベンゼン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３
－メチルフェニル）フルオレン、２，２－ビス（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパン、２，２－ビス（２－ヒドロキシ－５－ビフェニルイル）プロパン、ジ
ヒドロキシ安息香酸などが挙げられる。
【０１６７】
　アルデヒド化合物としては、ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、アセトアルデ
ヒド、プロピオンアルデヒド、ピバルアルデヒド、ブチルアルデヒド、ペンタナール、ヘ
キサナール、トリオキサン、グリオキザール、シクロヘキシルアルデヒド、ジフェニルア
セトアルデヒド、エチルブチルアルデヒド、ベンズアルデヒド、グリオキシル酸、５－ノ
ルボルネン－２－カルボキシアルデヒド、マロンジアルデヒド、スクシンジアルデヒド、
グルタルアルデヒド、サリチルアルデヒド、ナフトアルデヒド、テレフタルアルデヒドな
どが挙げられる。
【０１６８】
　（Ａ）成分は、（ａ）不飽和炭化水素基を有しないフェノール樹脂と、（ｂ）不飽和炭
化水素基を有する変性フェノール樹脂とを、含むものであることが好ましい。前記（ｂ）
成分は、フェノール性水酸基と多塩基酸無水物との反応によって更に変性されているもの
であることがより好ましい。
【０１６９】
　また、（ｂ）成分としては、機械特性（破断伸び、弾性率及び残留応力）をより向上で
きる観点から、炭素数４～１００の不飽和炭化水素基を有する化合物で変性されたフェノ
ール樹脂を用いることが好ましい。
【０１７０】
　（ｂ）不飽和炭化水素基を有する変性フェノール樹脂は、一般に、フェノール又はその
誘導体と不飽和炭化水素基を有する化合物（好ましくは炭素数が４～１００のもの）（以
下、場合により単に「不飽和炭化水素基含有化合物」という。）との反応生成物（以下「
不飽和炭化水素基変性フェノール誘導体」という。）と、アルデヒド類との縮重合生成物
、又は、フェノール樹脂と不飽和炭化水素基含有化合物との反応生成物である。
【０１７１】
　ここでいうフェノール誘導体は、（Ａ）成分としてのフェノール樹脂の原料として上述
したフェノール誘導体と同様のものを用いることができる。
【０１７２】
　不飽和炭化水素基含有化合物の不飽和炭化水素基は、レジストパターンの密着性及び耐
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熱衝撃性の観点から、２以上の不飽和基を含むことが好ましい。また、樹脂組成物とした
ときの相溶性及び硬化膜の可とう性の観点からは、不飽和炭化水素基含有化合物は炭素数
８～８０のものが好ましく、炭素数１０～６０のものがより好ましい。
【０１７３】
　不飽和炭化水素基含有化合物としては、例えば、炭素数４～１００の不飽和炭化水素、
カルボキシル基を有するポリブタジエン、エポキシ化ポリブタジエン、リノリルアルコー
ル、オレイルアルコール、不飽和脂肪酸及び不飽和脂肪酸エステルである。好適な不飽和
脂肪酸としては、クロトン酸、ミリストレイン酸、パルミトレイン酸、オレイン酸、エラ
イジン酸、バクセン酸、ガドレイン酸、エルカ酸、ネルボン酸、リノール酸、α－リノレ
ン酸、エレオステアリン酸、ステアリドン酸、アラキドン酸、エイコサペンタエン酸、イ
ワシ酸及びドコサヘキサエン酸が挙げられる。これらの中でも特に、炭素数８～３０の不
飽和脂肪酸と、炭素数１～１０の１価から３価のアルコールとのエステルがより好ましく
、炭素数８～３０の不飽和脂肪酸と３価のアルコールであるグリセリンとのエステルが特
に好ましい。
【０１７４】
　炭素数８～３０の不飽和脂肪酸とグリセリンとのエステルは、植物油として商業的に入
手可能である。植物油は、ヨウ素価が１００以下の不乾性油、１００を超えて１３０未満
の半乾性油又は１３０以上の乾性油がある。不乾性油として、例えば、オリーブ油、あさ
がお種子油、カシュウ実油、さざんか油、つばき油、ひまし油及び落花生油が挙げられる
。半乾性油として、例えば、コーン油、綿実油及びごま油が挙げられる。乾性油としては
、例えば、桐油、亜麻仁油、大豆油、胡桃油、サフラワー油、ひまわり油、荏の油及び芥
子油が挙げられる。また、これらの植物油を加工して得られる加工植物油を用いてもよい
。
【０１７５】
　上記植物油の中で、フェノール若しくはその誘導体又はフェノール樹脂と植物油との反
応において、過度の反応の進行に伴うゲル化を防ぎ、歩留まりが向上する観点から、不乾
性油を用いることが好ましい。一方、レジストパターンの密着性、機械特性及び耐熱衝撃
性が向上する観点では乾性油を用いることが好ましい。乾性油の中でも、本発明による効
果をより有効かつ確実に発揮できることから、桐油、亜麻仁油、大豆油、胡桃油及びサフ
ラワー油が好ましく、桐油及び亜麻仁油がより好ましい。
【０１７６】
　これらの不飽和炭化水素基含有化合物は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用
いられる。
【０１７７】
　（ｂ）成分を調製するにあたり、まず、上記フェノール誘導体と上記不飽和炭化水素基
含有化合物とを反応させ、不飽和炭化水素基変性フェノール誘導体を作製する。前記反応
は、５０～１３０℃で行うことが好ましい。フェノール誘導体と不飽和炭化水素基含有化
合物との反応割合は、硬化膜（レジストパターン）の可とう性を向上させる観点から、フ
ェノール誘導体１００質量部に対し、不飽和炭化水素基含有化合物１～１００質量部であ
ることが好ましく、５～５０質量部であることがより好ましい。不飽和炭化水素基含有化
合物が１質量部未満では、硬化膜の可とう性が低下する傾向があり、１００質量部を超え
ると、硬化膜の耐熱性が低下する傾向がある。上記反応においては、必要に応じて、ｐ－
トルエンスルホン酸、トリフルオロメタンスルホン酸等を触媒として用いてもよい。
【０１７８】
　上記反応により生成する不飽和炭化水素基変性フェノール誘導体と、アルデヒド類とを
重縮合させることにより、不飽和炭化水素基含有化合物によって変性されたフェノール樹
脂が生成する。アルデヒド類は、フェノール樹脂を得るために用いられるアルデヒド類と
して上述したものと同様のものを用いることができる。
【０１７９】
　上記アルデヒド類と上記不飽和炭化水素基変性フェノール誘導体との反応は、重縮合反
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応であり、従来公知のフェノール樹脂の合成条件を用いることができる。反応は、酸又は
塩基等の触媒の存在下で行うことが好ましく、酸触媒を用いることがより好ましい。酸触
媒としては、例えば、塩酸、硫酸、ぎ酸、酢酸、ｐ－トルエンスルホン酸及びシュウ酸が
挙げられる。これらの酸触媒は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることが
できる。
【０１８０】
　上記反応は、通常反応温度１００～１２０℃で行うことが好ましい。また、反応時間は
使用する触媒の種類や量により異なるが、通常１～５０時間である。反応終了後、反応生
成物を２００℃以下の温度で減圧脱水することで不飽和炭化水素基含有化合物によって変
性されたフェノール樹脂が得られる。なお、反応には、トルエン、キシレン、メタノール
等の溶媒を用いることができる。
【０１８１】
　不飽和炭化水素基含有化合物によって変性されたフェノール樹脂は、上述の不飽和炭化
水素基変性フェノール誘導体を、ｍ－キシレンのようなフェノール以外の化合物とともに
アルデヒド類と重縮合することにより得ることもできる。この場合、フェノール誘導体と
不飽和炭化水素基含有化合物とを反応させて得られる化合物に対するフェノール以外の化
合物のモル比は、０．５未満であると好ましい。
【０１８２】
　（ｂ）成分は、前記（ａ）成分のフェノール樹脂と不飽和炭化水素基含有化合物とを反
応させて得ることもできる。
【０１８３】
　フェノール樹脂と反応させる不飽和炭化水素基含有化合物は、上述した不飽和炭化水素
基含有化合物と同様のものを使用することができる。
【０１８４】
　フェノール樹脂と不飽和炭化水素基含有化合物との反応は、通常、５０～１３０℃で行
うことが好ましい。また、フェノール樹脂と不飽和炭化水素基含有化合物との反応割合は
、硬化膜（レジストパターン）の可とう性を向上させる観点から、フェノール樹脂１００
質量部に対し、不飽和炭化水素基含有化合物１～１００質量部であることが好ましく、２
～７０質量部であることがより好ましく、５～５０質量部であることがさらに好ましい。
不飽和炭化水素基含有化合物が１質量部未満では、硬化膜の可とう性が低下する傾向にあ
り、１００質量部を超えると、反応中にゲル化する可能性が高くなる傾向、及び、硬化膜
の耐熱性が低下する傾向がある。このとき、必要に応じて、ｐ－トルエンスルホン酸、ト
リフルオロメタンスルホン酸等を触媒として用いてもよい。なお、反応にはトルエン、キ
シレン、メタノール、テトラヒドロフランなどの溶媒を用いることができる。
【０１８５】
　以上のような方法により生成する不飽和炭化水素基含有化合物によって変性されたフェ
ノール樹脂中に残ったフェノール性水酸基に、更に多塩基酸無水物を反応させる。これに
より、酸変性したフェノール樹脂を（ｂ）成分として用いることもできる。多塩基酸無水
物で酸変性することにより、カルボキシ基が導入され、（ｂ）成分のアルカリ水溶液（現
像液）に対する溶解性がより一層向上する。
【０１８６】
　多塩基酸無水物は、複数のカルボキシ基を有する多塩基酸のカルボキシ基が脱水縮合し
て形成された酸無水物基を有していれば、特に限定されない。多塩基酸無水物としては、
例えば、無水フタル酸、無水コハク酸、オクテニル無水コハク酸、ペンタドデセニル無水
コハク酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒドロ
無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、無
水ナジック酸、３，６－エンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、メチルエンドメチレ
ンテトラヒドロ無水フタル酸、テトラブロモ無水フタル酸及び無水トリメリット酸等の二
塩基酸無水物、ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ナフタレンテトラカルボン酸二無
水物、ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物
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、シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、無水ピロメリット酸及びベンゾフェノンテ
トラカルボン酸二無水物等の芳香族四塩基酸二無水物が挙げられる。これらは１種を単独
で又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。これらの中でも、多塩基酸無水物は、二塩
基酸無水物であることが好ましく、テトラヒドロ無水フタル酸、無水コハク酸及びヘキサ
ヒドロ無水フタル酸からなる群より選ばれる１種以上であることがより好ましい。この場
合、さらに良好な形状を有するレジストパターンを形成できるという利点がある。
【０１８７】
　また、（Ａ）フェノール性水酸基を有するアルカリ可溶性樹脂は、更に多塩基酸無水物
を反応させて酸変性したフェノール樹脂を含有することができる。（Ａ）成分が多塩基酸
無水物で酸変性したフェノール樹脂を含有することにより、（Ａ）成分のアルカリ水溶液
（現像液）に対する溶解性がより一層向上する。
【０１８８】
　前記多塩基酸無水物としては、例えば、無水フタル酸、無水コハク酸、オクテニル無水
コハク酸、ペンタドデセニル無水コハク酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸、テトラヒ
ドロ無水フタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、メチ
ルヘキサヒドロ無水フタル酸、無水ナジック酸、３，６－エンドメチレンテトラヒドロ無
水フタル酸、メチルエンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、テトラブロモ無水フタル
酸、無水トリメリット酸等の二塩基酸無水物、ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ナ
フタレンテトラカルボン酸二無水物、ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、ブ
タンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、無水ピロメ
リット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物等の脂肪族、芳香族四塩基酸二無水
物等が挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。こ
れらの中でも、多塩基酸無水物は、二塩基酸無水物であることが好ましく、例えば、テト
ラヒドロ無水フタル酸、無水コハク酸及びヘキサヒドロ無水フタル酸からなる群より選ば
れる１種以上であることがより好ましい。
【０１８９】
（Ｂ２）光酸発生剤
　光酸発生剤としては、ジアゾナフトキノン化合物、アリールジアゾニウム塩、ジアリー
ルヨードニウム塩、トリアリールスルホニウム塩等が挙げられる。このうち、ジアゾナフ
トキノン化合物は、感度が高く好ましい。
【０１９０】
（Ｃ）添加剤
　好ましい添加剤の種類や量は、ポリイミド前駆体組成物の項目で記載した内容と同じで
ある。
【０１９１】
（Ｄ）溶媒
　各成分を溶解又は分散可能な溶媒であれば特に限定されない。
【０１９２】
（Ｅ）その他
　熱架橋剤、増感剤、接着助剤、染料、界面活性剤、溶解促進剤、架橋促進剤等を含むこ
とができる。このうち、熱架橋剤を含有することにより、パターン形成後の感光性樹脂膜
を加熱して硬化する際に、熱架橋剤成分が（Ａ）成分と反応して橋架け構造が形成される
。これにより、低温での硬化が可能となり、膜の脆さや膜の溶融を防ぐことができる。熱
架橋剤成分として、具体的には、フェノール性水酸基を有する化合物、ヒドロキシメチル
アミノ基を有する化合物、エポキシ基を有する化合物を好ましいものとして用いることが
できる。
【０１９３】
（現像）
　フェノール性水酸基を有するポリマーを露光した後、不要部分を現像液で洗い流す。使
用する現像液としては特に制限はないが、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、



(32) JP 2019-29555 A 2019.2.21

10

20

30

40

50

ケイ酸ナトリウム、アンモニア、エチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、ト
リエタノールアミン、水酸化テトラメチルアンモニウム（ＴＭＡＨ）等のアルカリ水溶液
が好適に用いられる。
【０１９４】
（熱硬化）
　現像後、フェノール性水酸基を有するポリマーを加熱することによりフェノール性水酸
基を有するポリマーどうしを熱架橋する。この架橋後のポリマーが硬化レリーフパターン
、即ち、層間絶縁膜６となる。
【０１９５】
　フェノール性水酸基を有するポリマーの熱硬化のための加熱温度に、特に限定は無いが
、他部材への影響の観点から、加熱温度は低い温度であることが好ましい。当該加熱温度
は、２５０℃以下が好ましく、２３０℃以下がより好ましく、２００℃以下がより好まし
く、１８０℃以下が特に好ましい。
【０１９６】
（半導体装置の製造方法）
　本実施形態における半導体装置の製造方法について図３を用いて説明する。図３は、本
実施形態の半導体装置の製造工程の一例である。図３Ａでは、前工程済みウェハ１０を用
意する。そして、図３Ｂにて、前工程済みウェハ１０をダイシングして複数の半導体チッ
プ２を形成する。半導体チップ２は購入品であってもよい。このようにして準備された半
導体チップ２を、図３Ｃに示すように、支持体１１上に所定間隔にて貼り付ける。
【０１９７】
　続いて、半導体チップ２上から支持体１１上にかけてモールド樹脂１２を塗布し、図３
Ｄに示すようにモールド封止する。続いて、支持体１１を剥離し、モールド樹脂１２を反
転させる（図３Ｅ参照）。図３Ｅに示すように、半導体チップ２とモールド樹脂１２とは
、略同一平面で現れる。続いて、図３Ｆに示す工程では、感光性樹脂組成物１３を、半導
体チップ２上及びモールド樹脂１２上に塗布する。そして、塗布された感光性樹脂組成物
１３を露光現像して、レリーフパターンを形成する（レリーフパターン形成工程）。なお
、感光性樹脂組成物１３は、ポジ型でもネガ型でもどちらでもよい。更に、レリーフパタ
ーンを加熱して硬化レリーフパターンを形成する（層間絶縁膜形成工程）。更に、硬化レ
リーフパターンを形成しない箇所に配線を形成する（配線形成工程）。
【０１９８】
　なお、本実施形態では、上記のレリーフパターン形成工程と層間絶縁膜形成工程と配線
形成工程を合わせて、半導体チップ２に接続する再配線層を形成する再配線層形成工程と
する。
【０１９９】
　再配線層中の層間絶縁膜は多層であってもよい。従って、再配線層形成工程は複数回の
レリーフパターン形成工程と複数回の層間絶縁膜形成工程と複数回の配線形成工程を含ん
でいてもよい。
【０２００】
　そして、図３Ｇでは、各半導体チップ２に対応する複数の外部接続端子７を形成し（バ
ンプ形成）、各半導体チップ２間をダイシングする。これにより、図３Ｈに示すように、
半導体装置（半導体ＩＣ）１を得ることができる。本実施形態では、図３に示す製造方法
により、ファンナウト型の半導体装置１を複数得ることができる。
【０２０１】
　本実施形態では、上記工程を経て形成された硬化レリーフパターン（層間絶縁膜）の屈
折率差は０．０１５０未満とすることができる。ここで、層間絶縁膜のｉ線透過率は、添
加剤の量で調節することができる。
【０２０２】
　本実施形態では、上記した層間絶縁膜形成工程では、層間絶縁膜を、ポリイミド、ポリ
ベンゾオキサゾール、フェノール性水酸基を有するポリマーの少なくとも１つの化合物を
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形成可能な感光性樹脂組成物で形成することが好ましい。
【実施例】
【０２０３】
　以下、本発明の効果を明確にするために行った実施例について説明する。実施例におい
ては、以下の材料及び測定方法を用いた。
【０２０４】
　以下、本発明の効果を明確にするために行った実施例について説明する。
【０２０５】
（ポリマーＡ－１：ポリイミド前駆体の合成）
　テトラカルボン酸二無水物として４，４’－オキシジフタル酸二無水物（ＯＤＰＡ）を
２リットル容量のセパラブルフラスコに入れた。更に、２－ヒドロキシエチルメタクリレ
ート（ＨＥＭＡ）とγ－ブチロラクトンを入れて室温下で攪拌し、攪拌しながらピリジン
を加えて反応混合物を得た。反応による発熱の終了後に室温まで放冷し、１６時間放置し
た。
【０２０６】
　次に、氷冷下において、ジシクロヘキシルカルボジイミド（ＤＣＣ）をγ－ブチロラク
トンに溶解した溶液を攪拌しながら４０分かけて反応混合物に加えた。続いてジアミンと
して４，４’－ジアミノジフェニルエーテル（ＤＡＤＰＥ）をγ－ブチロラクトンに懸濁
したものを攪拌しながら６０分かけて加えた。更に、室温で２時間攪拌した後、エチルア
ルコールを加えて１時間攪拌し、次に、γ－ブチロラクトンを加えた。反応混合物に生じ
た沈殿物をろ過により取り除き、反応液を得た。
【０２０７】
　得られた反応液を、エチルアルコールに加えて粗ポリマーからなる沈殿物を生成した。
生成した粗ポリマーを濾別し、テトラヒドロフランに溶解して粗ポリマー溶液を得た。得
られた粗ポリマー溶液を水に滴下してポリマーを沈殿させ、得られた沈殿物を濾別した後
、真空乾燥して粉末状のポリマー（ポリイミド前駆体（ポリマーＡ－１））を得た。成分
Ａ－１で使用した化合物の質量については、下記に示す表１の通りである。
【０２０８】
（ポリマーＡ－２～Ａ－４の合成）
　テトラカルボン酸二無水物とジアミンを下記表１のように変更した以外は前述のポリマ
ーＡ－１に記載の方法と同様にして反応を行い、ポリイミド前駆体（ポリマーＡ－２～Ａ
－４）を得た。
【０２０９】
（ポリマーＢ－１：ポリベンゾオキサゾール前駆体の合成）
　攪拌機、温度計を備えた０．５リットルのフラスコ中に、ジカルボン酸として４，４’
－ジフェニルエーテルジカルボン酸１５．４８ｇ、Ｎ－メチルピロリドンを仕込んだ。フ
ラスコを、５℃に冷却した後、塩化チオニルを滴下し、３０分間反応させて、ジカルボン
酸クロリドの溶液を得た。次いで、攪拌機、温度計を備えた０．５リットルのフラスコ中
に、Ｎ－メチルピロリドンを仕込んだ。ビスアミノフェノールとしてビス（３－アミノ－
４－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン１８．３０ｇと、ｍ－アミノフェノー
ル２．１８ｇを攪拌溶解した後、ピリジンを添加した。そして、温度を０～５℃に保ちな
がら、ジカルボン酸クロリドの溶液を３０分間で滴下した後、３０分間攪拌を続けた。溶
液を３リットルの水に投入し、析出物を回収、純水で３回洗浄した後、減圧乾燥してポリ
マー（ポリベンゾオキサゾール前駆体（ポリマーＢ－１））を得た。ポリマーＢ－１で使
用した化合物の質量については下記の表１の通りである。
【０２１０】
（ポリマーＢ－２～Ｂ－３の合成）
　ジカルボン酸とビスアミノフェノールを下記に示す表１のように変更した以外は前述の
ポリマーＢ－１に記載の方法と同様にして反応を行い、ポリベンゾオキサゾール前駆体（
ポリマーＢ－２～Ｂ－３）を得た。
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【０２１１】
（ポリマーＣ－１：フェノール樹脂の合成）
　下記に示すＣ１樹脂を８５ｇと、下記に示すＣ２樹脂を１５ｇ含むフェノール樹脂をポ
リマーＣ－１として用意した。
Ｃ１：クレゾールノボラック樹脂（クレゾール／ホルムアルデヒドノボラック樹脂、ｍ－
クレゾール／ｐ－クレゾール（モル比）＝６０／４０、ポリスチレン換算重量平均分子量
＝１２，０００、旭有機材工業社製、商品名「ＥＰ４０２０Ｇ」）
【０２１２】
　Ｃ２：Ｃ２は以下のようにして合成した。
＜Ｃ２：炭素数４～１００の不飽和炭化水素基を有する化合物で変性されたフェノール樹
脂の合成＞
　フェノール１００質量部、亜麻仁油４３質量部及びトリフロオロメタンスルホン酸０．
１質量部を混合し、１２０℃で２時間撹拌し、植物油変性フェノール誘導体（ａ）を得た
。次いで、植物油変性フェノール誘導体（ａ）１３０ｇ、パラホルムアルデヒド１６．３
ｇ及びシュウ酸１．０ｇを混合し、９０℃で３時間撹拌した。次いで、１２０℃に昇温し
て減圧下で３時間撹拌した後、反応液に無水コハク酸２９ｇ及びトリエチルアミン０．３
ｇを加え、大気圧下、１００℃で１時間撹拌した。反応液を室温まで冷却し、反応生成物
である炭素数４～１００の不飽和炭化水素基を有する化合物で変性されたフェノール樹脂
（以下、「Ｃ２樹脂」という。）を得た（酸価１２０ｍｇＫＯＨ／ｇ）。
【０２１３】
（ポリマーＣ－２の合成）
　下記Ｃ１樹脂１００ｇをポリマーＣ－２として用意した。
【０２１４】
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【表１】

【０２１５】
［実施例１～１１、比較例１～２］
　下記に示す表２の通りに配合し、感光性樹脂組成物の溶液を得た。なお、表２の単位は
質量部である。
【０２１６】
　表２に記載の化合物を用いて、表３及び表４に記載の配合量で、実施例１～１１、及び
、比較例１～２の各感光性樹脂組成物を作製した。
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【０２１７】
　作成した感光性樹脂組成物について（１）屈折率差測定試験、（２）封止材のリフロー
耐性試験、（３）封止材との密着性試験を行った。各試験の結果は、下記の表３に示され
ている。
【０２１８】
（１）屈折率差測定試験
　実施例及び比較例で作成した感光性樹脂組成物を用いてファンナウト型のウェハレベル
チップサイズパッケージ型の半導体装置を作製した。作製した半導体装置から厚み１０μ
ｍの層間絶縁膜を可能な限りきれいに取り出した。取り出した層間絶縁膜をＭＥＴＲＩＣ
ＯＮ社製のプリズムカプラー装置（ＰＣ－２０１０）を用いて、測定波長１３１０ｎｍの
面内屈折率と面外屈折率の差を測定した。
【０２１９】
（２）封止材のリフロー耐性試験
　エポキシ系封止材として長瀬ケムテックス社製のＲ４０００シリーズを用意した。次い
で、アルミスパッタしたシリコーンウェハ上に封止材を厚みが約１５０μｍになるように
スピンコートし、１３０℃で熱硬化させてエポキシ系封止材を硬化させた。
【０２２０】
　上記エポキシ系硬化膜上に実施例及び比較例で作成した感光性樹脂組成物を最終膜厚が
１０μｍになるように塗布した。塗布した感光性樹脂組成物を実施例１～４、１０、比較
例１は２００ｍＪ／ｃｍ２、実施例５～７、１１、比較例２は５００ｍＪ／ｃｍ２、の露
光条件で全面を露光した後、１５０℃、４時間熱硬化させて、厚み１０μｍの１層目の硬
化膜を作成した。
【０２２１】
　上記１層目の硬化膜上に１層目の硬化膜形成で使用した感光性樹脂組成物を塗布し、１
層目の硬化膜作成時と同じ条件で全面を露光した後、熱硬化させて、厚み１０μｍの２層
目の硬化膜を作成した。
【０２２２】
　２層目の硬化膜形成後の試験片をメッシュベルト式連続焼成炉（光洋サーモシステム社
製、型式名６８４１－２０ＡＭＣ－３６）を用いた模擬的な半田リフロー条件で、窒素雰
囲気下、ピーク温度２６０℃まで加熱した。模擬的なリフロー条件とは、半導体装置の評
価方法に関する米国半導体業界団体の標準規格であるＩＰＣ／ＪＥＤＥＣ　Ｊ－ＳＴＤ－
０２０Ａの７．６項記載の半田リフロー条件に準拠する形で、半田融点を高温の２２０℃
と仮定し、規格化した。
【０２２３】
　上記模擬的なリフロー条件による処理後の硬化膜をＦＩＢ装置（日本電子社製、ＪＩＢ
－４０００）で断面を切断した後に、エポキシ部分のボイドの有無を確認することにより
、劣化の程度を評価した。ボイドが見られないものを○、ボイドが１つでも見られたもの
を×とした。
【０２２４】
（３）封止材との密着性試験
　（２）の試験で作成したサンプルの感光性樹脂硬化膜上にピンを立て、引取試験機（ク
ワッドグループ社製、セバスチャン５型）を用いて密着性試験を行った。
評価：接着強度７０ＭＰａ以上・・・・・・・・・・・密着力◎
　　　　　　　５０ＭＰａ以上－７０ＭＰａ未満・・・密着力○
　　　　　　　３０ＭＰａ以上－５０ＭＰａ未満・・・密着力△
　　　　　　　３０ＭＰａ未満・・・・・・・・・・・密着力×
【０２２５】
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【表２】

【０２２６】
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【表３】

【０２２７】
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【表４】

【０２２８】
　表３、４から明らかなように、実施例１～１１の感光性樹脂組成物について行った（１
）～（３）の試験の結果から、屈折率差が０．０１５０未満である場合、封止材のリフロ
ー耐性試験においてエポキシ部分にボイドが見られず、また、封止材との密着性試験にお
いて密着力の評価が◎、○、△のいずれかであることが確認された。
【０２２９】
　一方、表３、４から明らかなように、比較例１、２の感光性樹脂組成物について行った
（１）～（３）の試験の結果から、屈折率差が０．０１５０を超える場合、封止材のリフ
ロー耐性試験においてエポキシ部分にボイドが見られ、また、封止材との密着性試験にお
いて密着力の評価が×であることが確認された。
【０２３０】
　また、実施例１～１１の感光性樹脂組成物を用いて、モールド樹脂にエポキシ樹脂を含
むファンアウト型のウェハレベルチップサイズパッケージ型の半導体装置を作製したとこ
ろ、問題無く動作した。
【産業上の利用可能性】
【０２３１】
　本発明は、半導体チップと、半導体チップに接続される再配線層とを有する半導体装置
、特に、ファンナウト（Ｆａｎ－Ｏｕｔ）型のウェハレベルチップサイズパッケージ型の
半導体装置に好ましく適用される。
【符号の説明】
【０２３２】
１　半導体装置
２　半導体チップ
３　封止材
４　再配線層
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５　配線
６　層間絶縁膜
７　外部接続端子
１０　ウェハ
１１　支持体
１２　モールド樹脂
１３　感光性樹脂組成物
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